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ダイムラー・ベンツ社賃金明細書の解読  

（2）  

給与明細書から見るドイツ社会 －  

田 中 洋 子   

前橋においては，賃金計算書の上部の項目として（1）基礎データ，（2）協約・税  

金・社会保険との関連，（3）企業内賃金との関連，（4）労働時間・休暇との関連と  

いう四つの要素を見てきた。これらの条件に基づいた上で，次に，貸金業の中  

心部分である，賃金の種類がどのようなものであるかを見ていこう。   

ⅠⅠⅠ．賃金の種類   

毎月変化する賃金の種類   

賃金明細書の中央部には，左側に賃金の種革Lobn－Artや賃金の額が，太枠  

に囲まれた右側に貸金から差し引かれる控除の種類・控除額が記載されている。   

中央部分でまず気がつくことは，賃金の種類や額，控除の種類や額が，書式  

上印刷されたものではないということである。それらは，個別に個人向けにタ  

イピングされたものになっている。つまり，この労働者の賃金明細書には記入  

されているが，他の労働者のそれには記入されていない項目，または逆に他の  

人には記載があっても，この労働者には記載されていない項目もあるわけであ  

る。ここでは，この賃金明細書に書かれた項目を検討するが，もちろん，例え  

ば賃金モデルの表2・2Aに表れていたように，ここには記載されていない項  

目も多いことに注意する必要がある。   

これは例えば，「基本給」や「職務給」「残業手当」などの項目があらかじめ   
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印刷されていることが多い日本の給与明細書とは大きく異なっている。としiう  

のも，あとで見るように，いわゆる「基本給」部分にあたるのは「月賃金」と  

いう項目一つだけであり，その他の項目は，その人ごと，またその月ごとに大  

きく変化する，きわめて多くの手当項目の一部分を表すものになっているから  

である。   

中央部・左側の賃金の種類の項目は，大きく二つに分かれている。一つは上  

部二段の「児童控除」と「勤務免除時間」である。それらは直接賃金収入を表  

すものではなく，上部の四段の中に入りきらなかった，賃金決定の条件を示す  

説明項目となっている。もう一つはその下の項目であり，賃金収入の種類を表  

している。これらの項目の意味を次に一つ一つ見てみよう。  

子供がいる場合税金が控除される－1．児童扶養控除Kinderfreibetrag   

これは，子供を持つ者に対し，子供の人数分だけ認められる税金の控除制度  

である。この欄で，控除の申請の有無を確認している。   

児童扶養控除は，所得税法第32条により，所得税の計算の際に所得から経費  

として控除される項目の一つである。同法によると，16歳以下の子倶を扶養し  

ている者に対しては，子供一人について，年間1512マルクが収入の課税所得か  

ら控除されることになっている。子供が16歳以上27歳未満の場合にも，職業訓  

練を受けている場合や訓練設備の不足のために職業訓練を受けられないか，中  

断している場合，兵役に出ている場合などは，同じように控除が認められてい  

る。（Einkommensteuergesetz1990）。   

この労働者の場合，この規定にあてはまる状況の子供はおらず，項目として  

はあっても0．0と書き込まれるだけになっている。  

労働時間短縮分を一日の休日としてまとめて休む制度－2．勤務免除用口座   

時間残高Freischichten－Kontostand FS－KTO……6．95STD   
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これは，企業内協定Betriebsvereinbarungに基づいた項目で，1989年4月  

1日からの平均過労働時間37時間制への移行に伴う，労働時間短縮に基づいて  

設けられた独特の「休日創出」制度である（Ratgeber，77－78）。それは，「時  

間」を貯める「口座」を設け，そこに労働時間短縮分の時間を「積み立てる」  

ことで，あとで「積み立てられた時間」をまとめて利用しようとする，あたか  

もミヒヤエル・エンデの『モモ』を逆手に取ったような発想に基づいている。   

ウンターチエルクハイム工場の一般勤務の労働時間は，朝7時から夕方16時  

である。一日の労働時間が8時間であるから，過労働時間は8×5（月へ′金ま  

での5日）＝40時間となる。ところが，協約で定められた新たな平均過労働時  

間は週37時間であり，一週間で3時間多い計算になる。つまり，一日について  

言うと，3時間÷5＝36分の長さだけ毎日余計に働いていることになるのであ   

る。   

この3時間の時間短縮は，金曜の午後に一斉にみなが3時間早く帰宅すると  

いう形でも実現できる。それに対して，金曜も普通の週日として8時間の仕事  

をしながら，かつ，労働者側からはこの超過分をまとめて休日にすることがで  

きるようにしたのが，この勤務免除Freischicht制度である。労働者からする  

と，毎日36分間の超過した「貸越時間Zeitguthaben」を自分の労働時間の  

「口座Konto」に「積み立て」ることにより，それが一定時間にまとまれば，  

それを丸一日，「勤務免除Freischicht」の休日として自由に使うことができる  

のである。もちろんこれは，有給保養休暇などとは全く別個に認められる休日  

である。逆に，企業からすれば，金曜にも8時間分フルに企業を機能させるこ  

とができ，また，時短の影響をまんべんなく分散させることができる。   

毎日8時間制を取る勤務に対しては，「貸越時間Zeitguthaben」として一日  

あたり次の時間数が認められる。  

週36．5時間の労働日については42分間   （週あたり3．5時間）   
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Abrechnungs・Zeitraurm  

01．02∴28．02．1993  

Tariflicher Lohn  

Leistungs・  

ZulageiIl％  
Gasamtlohn  MERCEDESMBENZ AG  

kk・Richtsat  

Betrieblicher Lohn  

Gesamtlohn  
ohne  
Sonderzulage  

Leistungszul／  
Ob椚erdienst／  

Pr餌壷（inDM）  Pr紬1auSgangSl  

WERK：MANNHEIM  

Lohnabrechnung  

Aus仙rende  

Kos巨SteIIe  
Lohn－Art  

ⅠくINDERFEIBETRAEGE O．O  

FS鵬KTO．（VORM）  6，95－STD  

MONATSLOHN   

SONDERZULAGEN   

SCHICHTZUSCHLAG   

SCHICHTZUSCHLAG   

SCHICHTZUSCHLAG   

ENTF．ZULAGE   

URLAUBSVERG．   

URLAUBSVERG FRW．   

ZUS．URLAUBSENTG．   

ZUS．ENTG．FEIERT．  

TAR．VERMOEGEN．BILD．   

ZUSCH．FREIW．KRANKENV．  

TariflicheVerm8gensbildungan：（VertragsRNr，－Institut）  

Lohr泊berweisungan：（Konto－Nr：Bankleitzahl－Bank）  

Aufselaufene Abrechnungsdaten 
desKalenderjahres  

VerrechIletel・  

Steuerfreibetrag  
Einmalige  
Steuerpfl，Bez鴨e  Quittungsbetrag Rentenversicherung  Steuerpflichtiger  

Verdienst  

01．0ト28．02．93   
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計 算 期 間  

01．02∴28．02．1993  

協 約 賃 金  

メルセデス・ベンツ株式会社  
業絞手当率（％）  全賃金  

企 業 内 質 金  

時間賃金 出来高賃金 プレミア賃金  
業績手当偏過 手当・プレミア  

工場 マンハイム  

賃金明細書  

月基本賃金  00マノりク  

労働日数  休暇日数  

賃金の櫻煩  

児童捷除 0．0  

勤務免除時間（前月分） 6．95時間  

月賃金  

特別手当  

交代勤務割増  

〃   

〟   

通勤手当  

休暇手当  

休暇手当（任意）  

休暇付加手当  

休日付加手当  

協約財産形成  

任意疾病保険付加  

協約財産形成（契約番号・横間）  

賃金振込（銀行一銀行番号一口座番号）  

年金保険料  
算出基準収入  

一回あたり  

課 税 板  
累計期間  非課椀控除額  課税収入  

01．0卜28．02．93  1077叩0   
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週37．0時間の労働日については36分間   （週あたり3時間）   

週38．5時間の労働日については18分間   （週あたり1．5時間）   

週39．0時間の労働日については12分間   （週あたり1時間）   

また，この「貸越時間」が次のようにたまった時，丸一日の休日，即ち「勤  

務免除」がもたらされる。  

週36．5時間の労働日については438分間＝7．3時間  

過37．0時間の労働日については444分間＝7．4時間  

週38．5時間の労働日については462分間＝7．7時間  

週39．0時間の労働日については468分間＝7．8時間   

この労働者の場合，先月分のこの「貸越時間」が6．95時間と記入されている。  

この労働者が一般的な37時間制のもとにいるとすると，あと7．4時間－6．95時  

間＝0．45時間＝27分間だけ長く働けば，一日分の「勤務免除」，つまり休日が  

取れることになる。  

ベンツの唯一の「本給」－3．月賃金Monatslohn……4513．00マルク   

この項目がこの賃金明細書の最も中心的な部分である。支給される給与の主  

要部分は，この月賃金によって決まっている。   

日本の企業では最近，本給がそう多くはなく，資格給も少なく，職務給や職  

能給もあまり多い額でなく，それらを全部足すことによってはじめて賃金の全  

体の水準を把握することができる，という賃金計算の形がしばしば見受けられ  

る。これは，いろいろな独立の賃金要素の集合としての賃金を考えるやり方で  

あるが，ベンツの賃金はこの考え方とは完全に異なっている。ベンツの賃金は，  

むしろ日本の公務員に典型的に見られるように，本給が圧倒的に多い部分を占   
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め，それに種々の手当が多少上乗せされるという形になっている。この賃金明  

細書で見ると，月賃金は4513マルクで，総収入の76．0パーセント，純収入の  

94．7パーセントを占めていることがわかる。   

ベンツの唯一の本給と言える月賃金は，その決め方から見ても，日本での賃  

金決定とは全く異なる発想に基づく，異なる方法によっている。既に上段の  

二・三段目でも見たことであるが，基本的な賃金決定の第一の要因は，職務の  

格づけである「職務価値Arbeitswert」にある。「職務価値」に基づいた職務  

給こそが，ダイムラー・ベンツ賃金と呼ばれる「本給」なのである。日本のよ  

うに年齢や勤続年数に対応する部分を「本給」とすることが多い日本の考え方  

とは，真向から対立するものであると言えよう。   

企業内文書によると，ダイムラー・ベンンツ社の賃金の原則は次のように規  

定されている。  

「我々の賃金政策の目標は，協約と企業内協定に基づき，客観的で統一的な  

指標にしたがって，業績に公正な報酬Ieistungsgerechte Vergutungを与える  

ことにある。まず，第一に職務Arbeitの要求一つまりどれだけ仕事がむず  

かしいか－がくる。そして次に個人的な業績Leistungがくる」（Informa－  

tion）   

つまり，ベンツの賃金は，「職務のむずかしさ」と「個人的な業績」を基準  

としてはかられ，その両者が総合された時に，「その人が働いた内容にきちん  

と応じた賃金」である「業績に公正な報酬」が実現されるというのである。  

岬計り方   

まず，一番目の「職務の要求」という基準の内容はどのように決まっている  

のだろうか。  

「職務の要求」とは，「どれだけ仕事がむずかしいか」「ある仕事は，どれだ  

けの能力や負担を働く者に求めているのか」ということを意味している。この  

「ある仕事・職務が働く者に要求していること」が「職務要求Arbeitsanforder－   
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ungen」であり，その評価は既に出てきた「職務価値Arbeitswert」という数  

字として表される。「アルバイトArbeit＝仕事・職務」の「価値」として，仕  

事に必要な知識や技能，肉体的な力や責任感の強さなどが数字として計られる  

のである。   

この職務価値を決定し，段階づける方法は，分析的職務評価analytische  

Arbeitsbewertungsverfahrenと呼ばれ，労働組合と経営者連盟との「賃金基  

本協約1Lohnrahmentarifl」によって細かく規定されている。つまり，ある  

仕事をどのようにどれだけ評価するかという問題は，各企業にばらばらにまか  

されているのではなく，労資の合意にもとづく協約によっているのである。   

分析的職務評価では，ある職務・仕事をする時に求められるすべての要因で  

考えられるものを洗いだし，それをできる限り客観的に分析し，それぞれの価  

値を正確に確定していくことで，職務それ自体の持つ価値を数量的に比較可能  

なものとして示そうとする努力が行われている。そこではまず，①職務・仕事  

の細かな内容まではっきりさせ，次に②その中身を細かい要素に分解し，③そ  

れぞれの要素が持つ部分的価値を設定し，④それを合計することで職務の全体  

の価値を出す，という方法がとられている。これは，徹底して職務・仕事それ  

自体の個別内容へのこだわりを表した方法であると言うことができる。   

まず，①各職務・職務範囲Arbeitsbereichについて，職務記述Arbeitsbe－  

SChreibungが行われ，職務課題Arbeitsaufgabe，職務経過Arbeitsabl註ufe，  

職務環境Arbeitsumst宜ndeが正確に，十分に叙述される。そこには，a．材  

料（原料・重畳など），b．職務指示書類（口頭指示・図面など），C．手段（各  

種機械，設備，工具など），d，職場環境（空間状況，ほこり，熟，まわりの  

人との関係など），e．職務の経過（準備と経過についての十分な記述，仕事  

の後の他の職務との関係など），f．完成品種類（一個一個の完成，部分的完  

成，連続的完成など），g．完成品種類（一つづきの時間に完成される量）が  

書き込まれなければならない。   
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例として職務ナンバー77の「エ作機械修理」をとりあげてみよう。職務記述  

は，次のようになっている。  

［材料］旋盤，タレット旋盤，フライス盤，平削盤，ボール盤，他のいろい  

ろな大きさの特殊機械。  

［職務指示種類］職務指示票Arbeitsauftrag，口頭での指示，機械図面  

［生産手段］万力つき作業台，仕上道具，機械的吊り上げ装置，ボール盤，  

研磨台，切断機。  

［職場環境］150の異なる種類のエ作機械がある各工場の，保守・修理中の機  

械のあるところ，またはボール盤・研磨台・水平台Richtplatteのある修理工場  

の作業台のあるところ。活動の大部分は立ったまま，時々はきつい姿勢で行わ  

れなければならない。様々な機械の大きさは，6000m2にも達する。修理工場  

は，約500n12用の面積しかない。光・換気条件はよい。工場は必要があれば暖  

房が入る。騒音85ホーン。  

［職務経過］割り当てられた機械の保全，損傷部品の除去，修理を必要とす  

る機械の分解，部品掃除，他の部局への代替部品の調整，必要であれば指示・  

図面の作成。オイルポンプ・冷却水ポンプの修理の実行，軸と台のための軸受  

面のためのきさげ仕上，更に必要な部分の再取付け、新しくできた部品の据え  

付け加工，組立グループで機械の再組立と機械の試運動。一部は自分の設計に  

よる，保育設備の完成・取付け。  

［完成品種療］個別品完成  

［完成品時間］－   

こうした職務記述に基づき，職務の価値は，  

（1）職務を遂行するのに要求される能力K6nnen  

（2）責任Verantwortung   
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（3）精神的・肉体的負担Belastung  

（4）職場環境の影響Umgebungseinfltisse  

という四つの評価原則Grundlageに基づいてそれぞれ測定される。実際に使  

用されるのは，これらの基準を更にこまかくした，下位指標として分けた20偶  

の評価基準Bewertungsmerkmaleである。20個の評価基準とは次のようにな  

っている。  

1．能力  

（1）知識Kenntnisse（機械・工具の扱い，職務経過への知識など）。  

（2）技能Geschicklichkeit（身体的な慣れによる動作の迅速さ，正確さなど）。  

（3）段取ZusAtzlicherDenkproze8（計画，試み，選択など，職務の遂行に必  

要な熟考と決定）   

2．責任  

（4）自分の職務に対する資任（職務を正確に，慎重に，信頼されるように行え   

るか）。  

（5）他人の職務に対する茸任（他の労働者への助言・指示・監督など）。  

（6）他人の安全についての責任（他の人の健康と生命への危険を防ぐことへの   

責任）。   

3．負担  

（7）精神的負担（五感をどれだけ緊張させるか，神経への負担）。  

（8）肉体的負担（どれだけ筋肉を使うか，その種類，時間，長さ）  

4．環境  

（9）よごれ（川 ほこり（川 油 仕2）温度（摘 湿度 ㈹ 蒸気・ガス  

田）騒音（16）振動（17）暗さ（痛 風邪ひきやすさ（19）事故の危険性  

鋤 保苦服の不自由さ   
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ある具体的な仕事を，これらの各評価基準ごとにあてはめようとする時，そ  

の職務がどれだけの「能力」や「責任」があるか，即ち「職務要求」の高さは  

どれだけであるかが確定されていなければならない。それらを例として記述し  

たのが，企業内の「事例カタログBeispielkataloge」である。実際の職務要求  

の評価は，このカタログを参考にしながら，各職務要求に「等級段階点数  

Rangstugenzahl」がつけられることによって決定される。等級段階点数はい  

わば各評価基準にどこまで該当しているかを表す点数であり，0点からはじま  

って5，10，15，20……と最高100点までつけることができる。   

こうした各評価基準ごとに点数岬等級段階点数がでると，それに今度は各  

評価基準ごとの重要性ごとに比重が0．1から1．0までつけられる。等級段階点数  

Rangstufenzahlにこの比重Wichtefaktorをかけ，それを10で割ると各評価  

基準ごとの「部分職務価値Teilarbeitswert」が決まる。それを足したものが  

「全職務価値Gesamtarbeitswert」であり，その数字こそが賃金を決める決定  

要素となるのである。   

先の工作機械修理職務の例を見てみよう。評価基準ごとの点数  

Rangstufenzahl，その比重，それらをかけあわせた部分職務価イ直を表にする  

次のようになる。（表1）   
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（表1）工作機械修理職務の職務価値の出し方   

点数  比重  部分職務価値  

80   ×1．0  80．0  

65  0．8  52．0  

50  0．8  40．0  

55  0．9  49．5  

45  0．8  36．0  

60  0．8  48．0  

0．6  

10  0．9  9．0  

30  0．3  9．0  

0．3  

30  0．2  6．0  

‘0．3  

0．2  

0．2  

40  0．5  20．0  

10  0．1  1．0  

20  0．2  4．0  

0．2  

25  0．3  7．5  

0．1  

評価基準Bewertungsmerkmale  

l．知識  

2．技能   

3．段取  

4．精神的負担  

5．筋肉負担  

6．自分の職務への責任  

7．他人の職務への費任  

8．他人の安全への責任  

9．よごれ   

10．ほこり   

11．あぶら  

12．温度  

13．湿度  

14．ガス・蒸気  

15．騒音   

16．震動   

17．まぶしさ・光の不足   

18．風邪ひきやすさ  

19．事故の危険性  

20．保菩服の不自由さ  

部分的職務価値Teilarbeitswert＝等級段階点数Rangstufex比重Wichtefaktor  

職務価値合計＝ 
部分申職讐賃借の合計＝36．20  

10   



ダイムラー・ベンツ社貸金明細書の解読（2）   

（表2）協約賃金（北ヴェルチンベルク・北バーデン地域．1960．6．1～）  

15  

職務   

価値   

賃  金   
マルク／月  

グループ   

3   2．016   

4   2．112   
10  

12  2．205   

14   

15  6   2．324   
16  
17  

18  7   2．465   
19  
20  
21  

22  8   2．602   
23  
24  

25  2．740   
26  
27  
28   

29  10   2．881   
30  

32  3．018   
33  
34  
35   

3．058   
37  3．098   
38  3．138   

3．178   
40  3．218   

3．258   
42  3．298   
43  3．338   
44  3．378   
45  3．418   
46  3．458   
47  3．498   
48  3．538   
49  3．578   
50  3．618  

Lohn－ und Gehaltstabe11en．  

Werkein Tarifgebiet Nor・  

dwtlrttemberg／Nordbaden，  

g損tig abl．6．1990，ftir37．O  

Stunden／Woche   
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こうしてこの工作機械修理職務の職務価値は36．20ということになる。   

この職務価値に応じて，協約賃金では，賃金段階の分類が次の表2のように  

行われる。ここで見たエ作機械修理職務の職務価値は36．2であるから，協約賃  

金表（1990．6．1～）による賃金段階では，最高の12の賃金グループに入ること  

になり，36の職務価値では3058マルクの賃金が保障されている。   

ダイムラー・ベンツでは，協約に基づいて職務価値を決定し，段階わけした  

のち，更に別個に「ダイムラー・ベンツ月賃金表DB－LohninDM／Monat」を  

用意している。つまり，同じ職務価値に対し，「最低賃金」としての協約賃金  

を大きく上回る，企業内賃金を適用しているのである。これが，ダイムラー・  

ベンツ賃金と呼ばれるものであり，時間賃金Zeitlohn，プレミア賃金  

Pr去mienlohn，標準賃金（出来高賃金）Standardlohnの三つに分かれている。  

職務価値36の時間賃金には，ダイムラー・ベンツ賃金表に基づいて，協約賃金  

の23．6％増しである3779マルクが支払われる。労働者にはこの賃金表が配付さ  

れており，一人一人，協約賃金では自分はいくらの賃金がもらえるか，ダイム  

ラー・ベンツ賃金ではいくらになるかが，一目見てわかるようになっている。  

（表3）   

職務のこうした評価そのものも日本とは決定的にちがうが，更に評価の公開  

性という点も日本とは大きく異なっていると言える。   

まず，職務評価によるグループわけの結果や，どういう評価基準どういう評  

価に基づいてそうなったのかは書類で労働者に示され，労働者はそのコピーを  

とることができる。   

労働者ないし従業員代表委員会はまた，仕事の評価の仕方やその段階わけに  

対して異議申立てRelkamationをすることもできる。経営側の代表と，労働  

者の代表からなる労資同数委員会Paritatische Kommissionenというものが  

あり（その中の最低一人は従業員代表委員会のメンバーでなければならない），  

150人以下の事業所では，各二人の代表者から構成される。同数委員会は，企   
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（表3）月賃金表（週37時間制・1992・4・1～）  
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業内の職務の評価と段階わけを課題とし，「企業内の事例カタログの事例数，  

そしてどの職務を事例として選ぶかを決めるに際しては，従業員代表の声に逆  

らうことはできない」と言われている。企業内の労資でどうしても意見が一致  

しない時は，経営者と従業貞代表委員会の交渉へ，それでもだめな時は，それ  

ぞれの協約団体Tarifparteien一経営者団体と労働組合－との間の交渉に  

もちこまれることになっている。また，職務評価を前提に，労働者の具体的な  

仕事の内容が変化した場合にも，個別に異議申立てができ，グループ配属の変  

更や賃金の変更が実施される。   

つまり労働者には，従業員代表委員会を通じて，自分の仕事をどう評価する  

か，自分の賃金はどのくらいの段階でしかるべきか，について常に発言する権  

利と見直しを求める機会が与えられていると言うことができる。自分の仕事に  

対する評価が公開されていることを含めて，ベンツの労資は，誰もが納得でき  

るような形での職務評価をあくまで追求していると考えることができよう。  

岬や  

「第一に職務の要求がくる。そして次に個人的な業績がくる」とされた，二  

番目の要素，個人的な業績に応じた貸金部分の方はどのようなものだろうか。   

これは，「仕事・職務」に対応した賃金とは対照的に，「労働者がその仕事に  

対して，実際に，どれだけの質・量をともなった実績をあげたか」に応じて支  

払われる賃金部分である。職務内容の実際の遂行状況という，結果としての  

「業績」は，職務対応賃金と異なり，本人がどのように働いていたかを属人的  

に評価するものであり，職務対応のダイムラー・ベンツ賃金（月基本賃金）に  

対して，割増率として掛けられるものとなっている。   

この業績対応部分は，時間賃金，標準賃金（出来高賃金）プレミア賃金，そ  

れぞれについて，業席手当Leistungszulage，超過手当ひberverdienst，プレ  

ミアPr畠mieという名称で呼ばれるら いずれも，基準となる基本賃金Grund－   
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lohnを100％として，一定の割合をかける形で割増が行われる。   

業績手当の場合，協約賃金総額全体の10％に相当する部分が，個々人に対し  

て別々の割合で分配する業績手当にまわされている。割増率の変動の範囲は，  

業績手当で1～12％，超過手当で1～8％，プレミアで2．3～13．4％となって   

いる。   

こうした業績対応部分を決定する方法もまた，職務評価と同様に，地域の産  

業別賃金基本協約である北バーデン・ヴュルチンベルク賃金協約によって規定  

されている。業績手当率Leistungszulage（LZ）を例にとると，1981年1月以  

降，次のような五つの評価規準Beurteilungsschemaに基づいて，評価が行わ  

れている。  

Ⅰ．職務の量。集中度IntensivitAt，効率Wirksamkeit，労働方法Arbeits－   

WelSe。  

ⅠⅠ．職務の質。職務規定の遵守。苦情，修正，不良品の範囲・頻度，職務機   

能能力Funktionsf鼠higkeit。損害を与える傾向を特に考慮。  

ⅠⅠⅠ．慎重さ。生産手段（設備・機械・材料・エネルギー）の扱い方。  

ⅠⅤ．代替。普段の職務課題以外への代替  

Ⅴ．安全性。安全規定への注意。   

これらの規準にも職務評価同様の比重がある。この場合には，各規準ごとの  

段階別点数として規定されている。この段階別点数を合計して，業績手当のも  

とになる数字がでる。各規準ごとに，次のような評価によって点数が規定され   

ている。  

Ⅰ．職務の量   

1．量は期待にほとんど添っていない。やり方はへたで非常に長い時間   
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がかかる。－0点。  

2．量はだいたい期待に添っている。やり方はだいたい効率的で，たい  

ていよく集中している。一5点。  

3．量は期待に添っている。やり方は常に効率的で，集中し，沈着であ  

る。－10点。   

4．．量は期待以上である。やり方はよく考えられ，効率的である。仕事  

には非常に集中している。総力をあげて仕事をしている。一15点。  

5．量は期待をはるかに越えている。仕事のやり方はきわめてよく考え  

られており，効率的である。仕事にきわめて集中しており，興味を  

持っている。㌦20点。  

ⅠⅠ．職務の質   

1．職務遂行は規定された品質にほとんど届かない。－0点。  

2．職務遂行は，時々は規定された品質に届く。－3点。  

3．職務遂行は，だいたいいつも規定された品質に届く。－6点。  

4．職務遂行は，常にいつも規定された品質に届く。－9点。  

5．職務遂行は，どんなに難しい仕事であろうと常に規定された品質に  

届く。－12点。   

ⅠⅠⅠ．職務の慎重さ   

1．生産手段や機械を扱う時，材料・原料・エネルギーを使用する時，  

求められることができていない。－0点。  

2．生産手段や機械を扱う時，材料・原料・エネルギーを使用する時，  

求められることをしている。－1．5点。  

3．生産手段や機械を扱う時，材料・原料・エネルギーを使用する時，  

義務にかなったことをしている。－3点。  

4．生産手段や機械を扱う時，材料・原料・エネルギーを使用する時，  

ものに即してよく考えられている。－4．5点。   
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5．生産手段や機械を扱う時，材料・原料・エネルギーを使用する時，  

模範的である。－6点。  

ⅠⅤ．職務代替性。  

1．他の職務課題はできない。－0点。  

2．他の限られた同じような職務課題はできる。－1．5点。  

3．他の同じような職務課題はできる。－3点。  

4．他の異なった職務課題ができる。－4．5点。  

5．他の異なったむずかしい、包括的な職務課題ができる。－6．5点。   

Ⅴ．職務安全性．  

1．規定にそった注意をしていない。警告が必要である。－0点。  

2．規定にそった注意をしている。－－2点。  

3．模範的な注意をしている。他の人にそうするよう促す。－4点。  

（Lohnrahmentarifvertrag（LRTII），1974．Anlage3，Beurteilungsmerk－  

maleundBeurteilungsstufen．23－25．）   

次に，これらの各項目ごとの点数の合計を出す。合計の数字ごとに手当の割  

合が次のように決まっている。  

～15．0 0％ ～17．5 1％ ～20．0 2％ ～22．5 3％ ～25．0 4％   

～30．0 6％ ～32．5 7％ ～35．0 8％ ～37．5 9％ ～40．010％   

～41．511％ ～43．012％   

各規準とも，第二段階をすべて満たしてt）たとすると，6＋3十1．5＋1．5＋  

2＝14で，業績手当を得ることはできない。第三段階を全部クリアすると9＋  

6＋3＋3十4＝25で4％の手当を得ることができる。つまり，第二段階から第三  

段階へ移行する途中で，ほぼ「合格点」が与えられ，満足のいくように仕事を  

行い，それなりによい業績をあげていると判断され，業績手当率が割増される   
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ようになっているのである。   

この段階分けは，毎年マイスター，グループマイスターなどの上司による査  

定によって行われている。評価方法そのものは，あまり大きな善がつきにくい  

ような形になっており，また基本である職務給の大きさに比べると業績手当が  

占める割合もかなり小さい。とはいえ，業績手当率による割増部分は，ベンツ  

の賃金の中で唯一，査定の入った部分であり，属人的実績評価が行われる場所  

となっている。   

これは，職務そのものの評価について客観性を追求したこととは反対に，  

「個人的な業績」，つまり「実際の職務がどう遂行されたか」を見るためには，  

上司による一人一人の「評価」が必要であるという判断に基づいている。既に  

見たように，「仕事のむずかしさ」と「実際にやったこと」を組み合わせるこ  

とが最も「公正なgerechte」賃金であるという認識が，ベンツ貸金の原則で  

ある。そのため，単に職務給にとどまるのではなく，占める割合は少なく，ま  

た割増率という「付け加え」の消極的な形とっているとはいえ，ベンツでは労  

働者の「実際の働きぶり」に対する査定をここで多少とも入れた評価を行おう  

としているのである。この点においても，月賃金の採用と同様，職員の俸給決   

定方法に近づきつつあると言うことができるだろう。  

ゆ 月賃金   

月賃金は，この結果，職務価値に基づいた職務給である企業内賃金＝ダイム  

ラー・ベンツ賃金（DB賃金）と呼ばれる月基本賃金，及び基本賃金に業績手  

当率Leistungszulageのパーセントをかけた割増分から構成される。  

月賃金＝月基本賃金（ダイムラー・ベンツ賃金）×（1＋業績手当率）  

この明細書に記された4513マルクという数字は，「職務価値34」に基づいた  

「月基本賃金4140．00マルク」に，業務手当率9パーセント分の割増分を足した，   
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4140×（1＋0．09）＝4512．6，小数繰上げで4513マルクとして計算されている  

（表3）。職務内容に対応した部分である4140マルクは，基本賃金の92パーセン  

ト，純収入の99パーセントに当たっている。   

この月賃金は，表の右の「社会保険義務収入」，「課税収入」，「総収入」の項  

目にも転記されていることからもわかるように，社会保険支払・課税の対象金  

額であり，「総収入Brutto－Verdienst」の最も重要な部分となっている。  

昇給の差を調整する－4．特別手当Sonderzulage……20マルク   

特別手当については，協約や企業内協定，また賃金の説明書など，会社ない  

し労働組合・従業員代表委員会などによって明確にその内容を説明した資料を  

見つけることができなかった。そのため，メルセデス・ベンツ全従業員代表委  

員会（GBR，Gesamtbetriebsrat）とのインタビューの中で質問したところ，  

それは賃上げのたびに歴史的に形成された昇給上の差を，内部で徐々に調整す  

るためのものであるという回答であった。特にプレミア賃金など，政治的な根  

拠から昇給の伸びが抑えられる場合があり，標準賃金などとの格差が開くケー  

スがあるため，一定の割合で特別手当を出すことで，この差を埋め合わせよう  

としているのだという話が強調された。ただし，GBR内にも理解にやや混乱  

があるらしく，その後の手紙による回答では，通常の労働時間外の労働につく  

手当であるという理解が示されてもいる。   

ここでは20マルクが計上されている。月賃金にこの特別手当を加えた額が，  

他の賃金項目を計算するための基準額となることが多い。  

協約と社内協定に基づく交代勤務のための割増－5．交代勤務割増金  

Schichtzuschlag……121．97＋33．65十89．73マルク   

上部の四段目に記入があったように，この労働者は，週単位の交代勤務を行  

っていないことがわかっている。しかし，ここの賃金項目の欄では，三段にわ   
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たって交代勤務割増金がついている。つまり，週単位ではないが，個別に，何  

日聞かにわたる交代勤務による遅番・夜勤を行っていたことがわかる。   

同じ交代勤務割増についての給付が三段にもわたって記入されているのは，  

それぞれの交代勤務の内容が異なっていたことを示している。右の割増率の欄  

から読み取れるように，一段目と二段日は割増率が30パーセントで，夜勤に該  

当する。三段目のものは割増率が20パーセントで，遅番に該当する。またはっ  

きりした理由は不明だが，一段目の割増金については，大部分の金額について  

課税・社会保険が免除になっている。   

この交代勤務割増金は，協約に基づいて支払われる項目である。先にもみた  

ように，交代勤務については，協約と企業内協定のいずれによっても割増金が  

支払われる規定がある。社内裁定においては「交代手当Schichtzulage」とい  

う表現が使われ，交代勤務に対して定額が支払われる。そして，協約において  

は，交代勤務についての「割増ZuschlagJという言葉が使われている。協約  

に基づく給付が社内手当分を上回る場合には，社内分がそれによって相殺され  

ることになっている。この場合には，交代勤務手当Schichtzulageではなく，  

交代勤務制増Schichtzuschlagとなっていることから，社内規定に基づく手当  

ではなく，協約に基づく割増が支払われていることがわかる。   

この交代勤務割増の項目には，他の項目では使われていない明細書の印刷項  

目が生きている。「経費担当部署Ausftihrende Kost．－Stelle」，「賃金率  

Lohnsatz」，「割増率Verd．－Grad／Zuschl．in％」，「時間数Stunden」の四つ  

である。「経費担当部署」とは交代勤務を行った職場の社内番号を示している。  

「賃金率Lohnsatz」とは，労働時間を処理する時に使う特殊な用語で，「一  

時間賃金Stundenlohn（Grundstunde）」とも呼ばれる。これは，賃金を受け  

取る労働者にも，俸給を受け取る職員にも同じように適用される「計算の基礎  

Berechnungsgrundlage」とされており，同じような訳語になる「時間賃金  

Zeitlohn」とは全く意味を異にしている。この「賃金率」は，月賃金や俸給を   
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月の全労働時間（協約で締結された平均労働時間tarifvertraglichvereinbarte  

durchschnittlicheArbeitszeit）で割った一時間あたりの賃金・俸給をさしてい  

る。  

計算は以下のように行う。   

まず，一年の日数の平均をうるう年をまじえて出す  

（365×3＋366）÷4＝365．25  一年の平均日数   

365．25÷7＝52．178571……  一年の平均週数  

52．178571÷12＝4．3482142≒4．35  －カ月の平均週数   

→これ（4．35）を週ファクターWochenfaktorと呼び，計算の基礎とする。   

過労働時間は，36．5時間，37時間，38．5時間，39時間，40時間の五種類があ  

るが，一般の労働者は週37時間となっているので，これをもとに月の平均の労  

働時間を求める。  

37×4．35＝160．95時間  －カ月の平均労働時間数   

とすると，この労働者の月賃金は4513マルクだから，これを平均労働時間数  

で割ると，一時間あたりの賃金が出る。  

4513÷160．95＝28．039763……＝28．04  

これが月賃金・俸給から出したその労働者・職員の時間あたり「賃金率Lohn・  

satz」となる。割増金の計算は，これに一定の勤務内容に応じた割合をかける  

ことによって行われることになる。   

この労働者の場合には，割増率の数字から，それが30パーセントとなる19時  

以降翌朝6暗までの夜勤に14．5時間と4時間，そして20パーセント増しになる  

午後から夕方19時までの遅番に16時間たずさわっていたことがわかる。割増部  

分の計算は次のようになる。   

賃金率×割増率×労働時間＝割増金  

28．04×0．3×14．5＝121．974≒121．97  

28．04×0．3×4．0＝33．646≒33．65   
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28．04×0．2×16．0＝89．728≒89．73   

これ以外にも，協約による割増給付にはいろいろな種類がある（表4）。こ  

こからは，V）かに協約の段階で詳しく，可能性のあり得る様々な条件まで検討  

されて細かく規定されているかを知ることができる。同じ残業でも，また祝日  

出勤でも，労働者の生活への負担のかかり方によって，割増率が調整されてい  

ることも大きな特徴である。  

社内規定に基づく交通費－6．通勤手当Entfernungszulage…15．00マ）L／ク   

ダイムラー・ベンツの社内規定として，職場から住居までの距離が離れてい  

る場合に支払われる通勤手当である。職場から住居までの距離に応じて月13マ  

ルクから50マルクまで（約900円～3500円）の幅で支払われる。人事部Per－  

SOnalbereichによって作られる通勤手当表に基づくもので，従業員は，住所  

の変更や交通手段の変更などを届けなければならない。ただし休暇や病気で一  

カ月間全く出社しなかった者には支払われない。  

8～10キロ 13マルク   

20～25キロ  21マルク   

35～40キロ  32マルク   

50キロ～  50マルク  

10～15キロ 15マルク   

25～30キロ  24マルク   

40～45キロ  38マルク  

15～20キロ 18マルク   

30～35キロ  27マルク   

45～50キロ  44マルク  

（DB－Richtlinie，in：Ratgeber．S．23．）   

この労働者の場合には15マルク支払われており，自宅と会社は15～20キ。離れ  

ていることがわかる。   
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表4 割増の種類  

1．  残業労働Mehrarbeit  
l．1．  毎週（月曜から土曜12暗まで）  
1．1．1．  はじめの10時間  
1．1．2．  その後  
1．2．  毎日（月曜から金曜）  
1，2．1．  はじめの一時間・ニ時間  
1．2．2．   三時間以降  
1．2．3．   00：00から朝6：00の間・19：00から24：00の間  
1．3．  土曜日12：00以降  
1．3．1．  土曜日夜00：00から朝6：00の間，夜19：00から24：00の間  
2，  遅番Sp畠tarbeit・夜勤Nachtarbeit（残業でない場合）  
2．1．  第二勤務帯ZweiteSchicht（14：30から23：00まで又は14：00から22：00まで）  
2．1．1．   12：00から19：00まで（遅番）  
2．1．2．   19：00から朝6：00まで（夜勤）  
2．2．  第三勤務帯DritteSchicht（22：00から朝6：00まで）  
2．2．1．  19：00から朝6：00まで（夜勤）  
3，   日曜労働Sonntagsarbeit  
3．1．  日曜日の労働  
3．1．1． （残業のない場合）  

6：00から19：00まで  
00：00から朝6：00まで・19：00から24：00まで  

3．1．2．  （残業のある場合）  
6：00から19：00まで  

00：00から朝6：00まで・19：00から24：00まで  
4．  祝祭日労働Feiertagsarbeit  
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4．1．  規則的労働日（月曜から金曜まで）にあたる，賃金支払い義務のある祝祭日の労働  
4．1．1． （残業のない場合）  

6：00から19：00まで  
00：00から朝6：00まで・19：00から24：00まで  

4．1．2． （残業のある場合）  
6：00から19：00まで  
00：00から朝6：00まで・19：00から24：00まで  

4．2． 規則的な労働のない過日（土曜日）または日曜日にあたる（ただし，復活祭日曜日・聖霊降  
臨祭日曜日・クリスマス休みは除く），賃金支払い義務のある祝祭日の労働  

4．2．1． （残業のない場合）  
6：00から19：00まで  
00：00から朝6：00まで・19：00から24：00まで  

4．2，2．  （残業のある場合）  
6：00から19：00まで  
00：00から朝6：00まで・19：00から24：00まで  

4．3． 復活祭日曜日・聖霊降臨祭日曜日・クリスマス休みにあたる，貸金支払い義務のある祝祭日の  
労働  

4．3．1． （残業のない場合）  
6：00から19：00まで  
00：00から朝6：00まで・19：00から24：00まで  

4．3．2． （残業のある場合）  
6：00から19：00まで  
00：00から朝6：00まで・19：00から24：00まで  

4．4． 12月24日・31日の労働で，それが日曜日にあたらない場合  
4．4．1．  （残業のない場合）  

12：00から19：00まで  
19：00から24：00まで  

4．4．2． （残業のある場合）  
12：00から19：00まで  
19：00から24：00まで  

Ratgeber，S．18－20．  

150  

180   

150  

200  

50  

180   

50  

100   
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休暇は有給であるだけでなく，休暇を楽しむための追加の手当も支払われる－  

－7．休暇手当UrJaubsvergutung，8．休暇手当（任意）Ur］aubsvergutung  

（freiw柚g）……464．8＋116．2マルク   

先に，上部四段目の休暇の欄で，ベンツでは6週間にわたって休暇を取得す  

ることができることを見た。これは，賃金が継続して支払われる「有給」休暇  

であった。しかしそれだけでなく，休暇の時間を有効に過ごすことができるよ  

うに，休暇に対して企業が経済的援助を行うことも行われている。これが休暇  

のための休暇手当である。   

休暇に対する給付は，特定領域についての協約の一つである「休暇協定Ur－  

1aubsabkommen，1．4．1988」によって規定されている。これによると，保  

養休暇Erholungsurlaub（いわゆる一般の休暇のこと）の際，休暇禰償Ur－  

laubsvergtitungとして，休暇賃金Urlaubsentgelt及び，追加的休暇手当  

ZuSatZlichenUrlaubsgeldが支払われることになっている（4．1．，4．2．）。   

休暇賃金Urlaubsentgeltとは，休暇中，それ以前と同じように継続して支  

払われる賃金の額を指し，それが有給休暇であることを意味している。もう一  

つの追加的休暇手当の方は，「意義深く休暇を利用するためには，財政的な前  

提がなければならない」という主張のもとに，労働組合IGメタルがかち取っ  

た新しい権利である。この休暇手当の額は，休暇協定の中で，休暇日数に応じ  

て賃金の半額が援助されることが決められている。つまり，労働者は休暇中，  

賃金をまるまる受け取ると同時に，その半額が更に追加されるわけであり，休  

暇中の労働者は1．5倍の賃金を受け取ることになるのである。原則として休暇  

手当は休暇取得の前に前払いされることになっており，休暇中の旅行費用など  

にすぐに充当することができる（Ratgeber，49）。   

この追加的休暇手当の計算は，労働者の場合次のようになされる。   

まず，休暇をとる以前の三カ月間の賃金が休暇手当の基準となる（4．2．2．）  

（InformationfurdieMitarbeiterderDaimler－BenzAG，20．Apr．1988）。こ   



ダイムラー・ベンツ社賃金明細書の解読（2）  29  

の三カ月を参照期間Referenzzeitramという。   

参照期間の労働日数を計算すると，   

4．35（一カ月平均週数）×5（過労働日）×3（ヵ月）＝65．25＝過去三カ  

月の労働日数となる。   

この過去三カ月の65．25日間に，その労働者が平均していくら収入を稼いで  

いたかが次に計算される。この時，月基本賃金（4140マルク）に業横手当をつ  

けた月賃金（4513マルク）は，計算の基礎として使われない。つまり先に交代  

勤務割増のところで使用した「賃金率」は使われない。そうではなく，現実に  

労働者が働いている状況により近づけるために，労働者が実際に三カ月間に得  

た残業手当や土日手当，遅番・夜勤手当などすべてのいわゆる「時間対応変動  

部分zeitabhangige variable Bestandteil」が含めて計算される。要するに，  

「休暇中にも，過去三カ月と同様のペースで，残業や日曜労働・遅番等々が行わ  

れていたはずである」という想定をし，それに基づいて，より現実的な休暇手  

当の計算がなされているのである。   

人事部が示した休暇手当の計算の方法を見ておこう。まず，この残業手当分  

などの時間対応の変動部分が，平均して月賃金のうちのどれだけの割合になっ  

ているかを計算する。  

麦蔽われ  

65．25（三カ月の平均労働日数）   

固定部分＋業績対応賃金とは，月基本賃金＋業績手当，すなわち先にみた月  

賃金そのものを意味している。これを参照期間である三カ月間の平均労働日数  

65．25で割ると，一日あたりの賃金，先の「賃金率」がでる。これに実際に支  

払われた日数をかけて，三カ月に支払われた賃金の合計を出す。残業・土日手   
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当などの変動部分の諸手当の合計が，支払われた賃金のどれだけの割合をしめ  

ているかを出すため，諸手当合計を賃金合計で割る。この値は休暇計算の「要  

素Faktor」と呼ばれており，ここではaとしておく。実際には，0．035とか，  

0．048などの数字になる。それは，残業や土日勤務の変動する手当分が，賃金  

の3．5パーセントや4．8パーセントを占めるということを意味している。   

次に，一日の平均の賃金にこの割合を掛け，その月に予想される残業等の割  

増手当分の平均を求める。  

禁×a＝その月に予想される割増手当（一日分）   

平均の賃金に，休暇中に予想される割増手当分を加算し，休暇日数を掛け，  

更に1／2を掛ければ，休暇手当の額が出る。  

（禁謂誤憲若＋予想される一日分の割増手当）×休暇日数×1／2  

＝休暇手当額   

この労働者の場合，一日あたりの休暇手当Urlaubsvergtitungは，464．8÷  

4＝116．2マルクとなっている。これが計算式としてどうなっていたかを逆算  

して考えてみよう。   

一日あたりの労働時間は37÷5＝7．4時間，一日の平均貸金は，28．04（時間  

あたり賃金率）×7．4＝207．496≒207．5となる。その半額は，207．5÷2＝  

103．75マルクで，原理的な休暇手当はこうなるところである。それが116．2マ  

ルクとなっているのは，そこに残業・土日割増などの分が，116．2－103．75＝  

12．45マルク分，上積みされているためである。一日分の賃金で言えば，   
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232．4（116．2×2）－207．5＝24，9マルクが，割増分として計算されていた  

（a＝0．107）こととなるのである。   

ただし，この労働者が取った五日間の休暇に対し，理由は不明だが一日分の  

休暇手当については「任意休暇手当」となっている。   

以上のように，ベンツの労働者は休暇の際に，残業や土日労働などをすべて  

含めて，ここ三カ月間に平均してもらってきた賃金の一日あたりの額を賃金と  

して受け取り，更にその半額を，休暇にかかる費用の援助として賃金とは別に  

もらう仕組みになっている。   

これは日本での休暇に関する制度とは大きなちがいだと言っていいだろう。  

日本ではただでさえ有給休暇をまとめて取りにくく，また集中した時期ゆえの  

高いコストを支払って休暇を過ごすことが一般的に慣習化している。わずか数  

日間の休み中の旅行にかかる多くの費用のために，ボーナスを切り崩したり，  

普段からそのためにお金を貯めたりというような行動様式を取らぎるをえない  

ことが多い。このことを考えると，6週間の，しかも連続の有給の休暇が保障  

されていること，のみならず，休暇のために必要とされる費用についても，実  

質的な賃金の半分にあたる額が，企業によって援助されるということ，これら  

は今の日本では考えられないような休暇優遇措置の制度化であると言うことが  

できよう。ドイツの休暇システムは，労働者が長期の休暇を充実して過ごせる  

ようにすることをまず第一に考えてつくり出された制度であるという意味にお  

いて，日本企業の休暇システムとは根本的に異なっていると見ることができる。  

休暇の間にやっていただろうはずの残業手当等も支払われる－9．休暇付加  

手当Zus．Entge】tfurUrJaub……124．5   

休暇手当と並んで，更に休暇中の賃金補償として付け加えて行われるものに，  

休暇付加手当Zusatzliches Urlaubsentgeltがある。これは，休暇中にしたは  

ずだと見なされる残業等の割増分について，手当の全額支給が行われるという   
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賃金制度である。   

この労働者の場合，先に見たように，三カ月平均から割り出したところによ  

ると，一日分の賃金232．4に対し，24．9マルクが増割分として計算されていた。  

そこで，   

24．9（一日分の割増手当等平均）×5日分＝124．5マルク  

が，別個に休暇付加手当と・して計上されている。   

これは，次の休日付加手当とも共通する「賃金損失原則Lohnausfalls－  

prinzip」に基づいて支払われている。それは「普段の通り働いていれば得ら  

れたであろう時間対応変動部分の賃金（この場合，休暇の間にやっていただろ  

うはずの残業などによってもたらされる残業手当等の割増手当を意味する）が，  

休暇を取ったために失われた」と考え，この変更によって得た労働者の不利益  

を弁償することが求められるという考え方である。   

休暇賃金によって月賃金が保障された上で，それによってなお保障しきれて  

いなかった「失われた」残業手当等の割増手当分を補償するのが，この手当で  

ある。労働者の休暇中の賃金請求権は，単に「普段どおりの賃金」の保障にと  

どまることなく，「普段どおりにやっているはずの残業手当等の休暇中の支払  

い」もが行われ，更に「普段どおりの割増手当を含めた賃金の半額の休暇援助  

のための手当」をも含んで，いわば二重三重に保護され，認められていると言  

うことができよう。これらの休暇に伴う賃金制度により，休暇の取得によって  

労働者の所得が全くそこなわれないようにするようなシステムの形成が目指さ   

れていると考えることができる。  

休日出勤の時に，普段の平均の残業手当が追加支払いされる－9．休日付加  

手当Zus台tz［iches Entge圧furFeiertage……35．06マ）L／ク   

休日に出勤した場合，協約の規定により，100から200パーセント増し，つま  

り通常の賃金の二倍から三倍の休日割増金ZuschlagftirFeiertagsarbeitがつ   
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くことは既に（表4）でも見た。ここで言う休日付加手当は，しかし，この休  

日割増金とは全く別のものである。それは，従業員の利益を考慮して，出勤し  

た休日に，普段と同じ程度の残業も行っていたとして計算される残業手当の割  

増手当の支給を意味している。   

これも「賃金損失原則Lohnausfallsprinzip」に基づくものである。つまり，  

「普段の通り働いていれば得られたであろう賃金（この場合，平均的に行って  

いる残業による残業手当等を意味する）が，休日出勤の形を取ることによって  

失われた」というふうに考え，労働者がこの変更によって得る不利益を弁償す  

ることが求められているのである。   

例えば前月に，労働日数22日のうち，祝祭日に2日出勤していたとする。こ  

の2日の休日出勤の間，実際には残業が行われていなくても，「失われた」も  

のを埋め合わせるために，日常の平均的な残業が行われていたと想定され，計  

算されるのである。日常の平均的な残業に対する割増は，「賃金率」を基準と  

した通常の賃金である残業基本手当Mehrarbeitsgrundvergtitungと，協約に  

よって割増率の定められた残業割増MehrarbeitszuschlAgeを足し，それを労  

働日数22日から祝祭日2日を引いた20で割って計算される。  

h糠  

×勤務した祝祭日の日数＝休日付加手当   

この労働者の場合がどうであったかを，さかのぽって考えてみよう。祝祭日  

勤務日数が2日で35．06マルクであるから，1日分は17．53マルクとなる。祝祭  

日を引いた労働日数がもし20日だったとすると，前月の残業基本手当と残業割  

増の合計は350．6マルクだったことになる。この残業相当分の350．6マルクとい  

う前月のデータに基づいて，それを日数で割って残業手当の一日平均が求めら   
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れ，それの日数分が休日出勤の勤務にプラスされたということになる。   

これにより労働者は，休日出勤の際，休日出勤用の割増賃金を得ると同時に，  

日頃の残業分の割増手当の一日分も同時に，各休日出勤日に対してプラスして  

補償されるのである。  

10．従業員の財形貯蓄を企業が支払うー協約財産形成Tarif［icheVerm6gens－   

b闇ung……52．00マルク   

これは，既に第五次まで改正が行われた財産形成法Ftinftes Gesetz zur  

F8rderungderVerm6gensbildungderArbeitnehmerに基づいて決められた，  

従業員の財産形成を促進する制度である。従業員の財形貯蓄として，従業員側  

が積み立てる金額と同額ないし，その三分の二を，企業側から支払い，積み立  

てるものである。  

1989年の第五次財産形成法によると，従業員は，貯蓄，有価証券購入，住宅  

購入や住宅建設，資本参加などのために，「労働権としての賃金基本部分  

arbeitsrechtlicheBestandteildesLohns」として財産形成効果のある手当を  

受け取る権利を持っている。その従業員のための貯蓄手当として，年間936マ  

ルク（月78マルク）を越えない所まで請求することができるようになっている  

（第13条（1））。ただし，経過的措置として，年間624マルク（月52マルク）の最  

高限度も認められている（第17条（6））。   

ベンツにおいては，これに基づき「財産形成手当協約Tarifvertrag uber  

Verm6genswirksameLeistung，gtiltigabl．Jan．1989」が締結されている。  

ここでは，経営者は毎月，従業員一人あたり52マルク（年間624マルク）支払  

うことが義務づけられている。（Tarifvertrag，2－1～2－4）。従業員側からは，  

自らの財形貯蓄として毎月78マルク支払ってV）るため（右側の控除欄の478に  

あたる），企業から52マルク支払われることによって，月130マルク，年1560マ  

ルクを積み立てることができる。   
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財形協約によると，これは勤続7カ月以上，月収5000マルク以下の従業員に  

認められる制度で，従業員はこの資金をどこの口座に入れて運用するかを自由  

に選択することができる（3－1・2）。また，積み立てられた財形貯蓄は，労働者  

の貯蓄，居住用住宅の新築・取得・増築・土地購入資金，自社株の購入資金，  

生命保険料等として充当することができる。  

11．疾病保険払込金を企業が半額援助する－一任意加入疾病保険Zusch．freiw．   

Krankenversicherung   

任意疾病保険への付加給付は，一般的にある項目ではなく，この労働者の個  

人的な事情を反映している。上部二段目でも見たように，この労働者は収入が  

多いため，企業内疾病保険への加入を強制されていない。加入義務のある年金  

保険・失業保険と異なり，この労働者の場合は，自分で任意に選んだシュトエ  

ットガルトの地域疾病保険に入っている。普通，社会保険料については，はじ  

めから金額を企業と従業員との間で折半し，従業員負担分の金額だけが，右の  

控除欄で引かれるのが通例である。その場合企業分の払込金額は明細書の上に  

は表れない。ところが，この場合，加入している疾病保険が企業内保険ではな  

いために，こうした手続きが行われず，結果として払い込みの疾病保険金額の  

全額が右の控除欄で控除されている。   

しかし疾病保険の場合にも保険料負担は労使折半なので，払込保険金額の半  

額が賃金項目欄の収入として記入されているのである。それがこの項目の「任  

意疾病保険への付加給付」の形を取っている。この場合，310．50マルクが，課  

税・社会保険算出基準収入外で，総収入にだけ足されているのはそのためであ   

る。   

企業負担分310．50マルクが付加されていることからもわかるように，この任  

意加入疾病保険の保険料として，この労働者は全額で621マルクを支払ってい  

る。社会保険料基準収入との割合は，621÷5479．52＝0．113331……で，約11．3   
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パーセントとなる。疾病保険料は，保険内容によっても大きく異なるが，1989  

年において月額の最高限度額が627．3マルクで，基準収入に対する割合は12．9  

％（大西健夫『ドイツの経済』p．173）であったことと比べると若干下回って  

いることがわかる。   

以上，中央部の賃金の種類について，各項目ごとの意味を見てきた。   

最後に，中央部右側について，賃金からどのような種類のものがどれだけ控  

除されているか，また明細書の下部における賃金項目の累計等についてごく簡  

単に確認してみよう。   

ⅠⅤ．控除の種類一賃金票中央部・右側   

（1）LS＝Lohnsteuer所得税…‥・763．00マルク（年9156マルク）  

「賃金税」という名称の所得税である。所得税の税率は，所得税法Einkom－  

mensteuergesetz1990で定められている。所得税率の計算は次のようになされ  

る（Einkomrnensteuergesetz199032a条）。  

①5616マルクまでの課税所得（基礎控除）については0。  

②5617マルクから8153マルクまでの課税所得については，0．19Ⅹ－1067  

（Ⅹは端数を切り捨てた課税所得）  

③8154マルクから120041マルクまでの課税所得については，  

（151．94y十1900）y十472  

（yは端数を切り捨てた課税所得が8100マルクを超過する部分の一万分の－）  

④120042マルク以上の課税所得については，   

0．53Ⅹ－22842   

この労働者の場合，763÷5479．52＝0．1392457……となり，所得税率は約14  

パーセントとなっている。これは，この労働者には所得税基本表における税率  

が適用されているのではなく，所得税分割表における税率が適用されているこ   
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とを反映している。本来の基本表に基づいた場合，税率は20パーセント以上と，  

もっと高くなっているはずである。しかし税の区分にも3Pとあったように，  

この労働者は分離課税の方法を選択しており，この場合は配偶者の収入と合算  

し，より低い10パーセント代の税率が適用されていることがわかる。  

（Steuerreformgesetz1990，Einkommensteuer－Grundtabelle1990，Einkom－  

mensteuer－Splittingtabelle1990）  

（2）AV＝Arbeitslosenversicherung失業保険料……178．08マルク   

失業保険料として178．08マルクが控除されている。社会保険料基準収入が  

5479．52マルクであるから，労働者負担分の保険料率は，178．08÷5479．52≒  

0．0325で，3．25パーセントとなっている。失業保険は労資折半の負担であるか  

ら，労資合計で6．5パーセントの負担となっている。   

連邦雇用庁に一元化されている失業保険の1988年での負担は，最高限度額が  

月428．5マルクで，負担率が4．5％（大西『ドイツの経済』p．173），1992年1  

月時点では，月額680マルクを限度として，給与総額の6．3パーセントであった。  

失業保険の負担率は年々上昇し，ここ一年間でも0．2パーセント負担率が上昇  

していることがわかる。  

（3）RV＝Rentenversicherung年金保険料……479．46マ）t／ク   

年金保険料として479．46マルクが控除されている。社会保険料基準収入が  

5479．52マルクであるから，479．46÷5479．52≒0．0875であり，保険料率の労働  

者負担分が8．75パーセント，労使で17．5パーセントの負担となっていることが  

わかる。   

失業保険とは逆に，年金保険の負担は，1988年には最高限度額1203．6マルク  

で月18．7パーセントだったのが，1992年には月額6800マルクを限度として，給  

与総額の17．7パーセントと減少している（大西『ドイツの経済』p・172）。こ  

こ一年間で0．2パーセント負担率が減少していることがわかる。  

（4）473＝前払金VorschuL3   
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このあとの控除欄は，内容の略称ではなく，番号で善かれているものが多い。  

というのも，ここからあとは，この労働者の個人的な事情に対応して，個別に  

設定されているものだからである。これら個別事情に対応する項目は非常に多  

く，その大部分は賃金明細書の裏側にごく簡単に説明してある。しかし，そこ  

に記入されている以外の項目もまた多く存在している。番号473は前払金とな  

っており，この労働者が前払いを受けた金額300マルクが控除されている。  

（5）478＝財産形成Verm6genswirksameEinbehaltAnlageartOr3，5，7，8   

先に見た財産形成貯蓄の，従業員負担分である。毎月78マルクが控除され，  

この労働者の希望した運用方法，指定した金融機関に積み立てられる。記入さ  

れた番号は，この希望した運用方法（貯蓄用・住宅購入用・有価証券購入用な  

ど）の種類を示している。  

（6）441＝メルセデス・ベンツ従業員貸付Mercedes－Benz－Werksangeh6rigen  

（Mitarbeiter）－Darlehen   

自宅の購入などに際して，総収入の六カ月分にあたる金額まで無利子で貸し  

付ける制度である。いわゆる社内住宅ローンである。この労働者の場合，月々  

200マルクをこの返済にあてている。  

（7）466＝労働組合費Gewerkschaftsbeitrag……48．00マルク   

ドイツの労働組合は，企業に入ると自動的に加入するような企業内労働組合  

ではなく，個人が自発的・意識的に組合に加入申請する必要のある産業別労働  

組合になっている。この労働者の場合には，ダイムラー・ベンツ社の最大の交  

渉相手であり，またドイツ最大の労働組合でもあるドイツ金属産業労働組合  

Industriegewerkschaft Metall＝IG Metallに加入していると考えられる。労  

働組合費は，月48マルクずつ，企業を通じて天引きされている。  

（8）494＝任意疾病保険freiw．Krankenversicherung……621．00マルク   

任意疾病保険の払込保険料（全額分）として621マルクが控除されている。  

この労働者の場合，先に見たように，収入が高いため，企業内疾病保険以外の   
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任意参加の地域の疾病保険に加入している。保険料の半額310．50マルクが，賃  

金の種類の項目で企業側から支払われている。この払込保険料は，所得税に次  

いで多いものになっているが，実質的には半額支払いであり，その社会保険算  

出基準収入における割合は，310．5÷5479．52＝0．0566…－…で，約5．7パーセン  

トと，年金保険よりも低いものになっている。  

（9）465＝死亡共済金庫Sterbekasse……1．90マルク   

従業員死亡共済金庫Sterbekasse der Belegschaftは，企業内の任意共済制  

度である。従業員ないし家族の死亡の場合に，死亡見舞金Sterbegeldを支払  

うもので，「企業従業員の連帯によって支えられ，従業員代表委員会によって  

運営され」ている（Ratgeber，33）。   

賃金・俸給から拠出金が控除されることになっており，その額は実際に行わ  

れた支出によってその時々に改めて決定され，知らさせることになっている。  

例えば1989年6月には，年の拠出金は27マルクだったが，1993年2月には，こ  

の明細金からわかるように，月1．9マルク×12＝年22．8マルクとなっている。   

この死亡共済には，企業に入社と同時に自動的に加入する仕組みになってい  

る（ただし見習い中の学生や期間限定の労働者には適用されない）。原則的に  

は任意の制度なので，参加したくない場合には不参加を申請することもできる  

が，拠出金が月1．9マルクとごく少ないので，わぎわざ脱退する人はおそらく  

ほとんどないと思われる。拠出金は少ないが，従業員の死亡時には3000マルク，  

配偶者の死亡時には1500マルク，単身者の場合には片親の死亡時に1500マルク  

が，死亡見舞金として支払われる。ベンツを退職した後も，死亡共済金庫には  

加盟し続けることができる。  

㈹467＝利付き貸付金Zinsendarlehen……2．00マルク   

なんの貸付に対するものかの特定はできないが，利子の支払いとして月に2  

マルクずつの控除が行われている。   
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以上，控除項目では所得税及び失業保険・年金保険・疾病保険（この場合は  

任意保険）という三大社会保険料が最も大きなものであり，控除額全体の八割  

近くを占めるものであった。それぞれが収入（課税収入＝社会保険算出基準収  

入）に占める割合で見ると，所得税が13．92パーセント，失業保険が3．25パー  

セント，年金保険が8．75パーセント，疾病保険（労働者負担分）が5．67パーセ  

ントとなり，これらの合計で31．59パーセントとなる。つまり賃金の約三割強  

が所得税と社会保険料にあてられていたことがわかる。   

それ以外には，財形や貸付金返済など，個人資産の形成・運用に企業がコミ  

ットするもの，労働組合費，死亡共済金庫など，労働者の相互関係に関わるも  

のがあった。これらのうち法的に定められているのは財形制度のみで，あとの  

部分についてはベンツの企業内制度である。ただし，割合としては小さい。   

Ⅴ．賃金計算の総括一賃金票下部  

最下段は，賃金明細書の総括部分で，金額の合計及び累計を中心とした記入  

がなされている。  

（1）協約財形（契約番号・契約機関），（2）賃金振込先（銀行・銀行番号・口座番  

号）   

この欄では，この労働者が財形貯蓄を行う機関としてその契約番号，貸金振  

込先銀行と口座番号が指定され，記入されている。  

（3）支払われた時間（合計）－空欄，（4）社会保険料基準収入（合計）－  

5479．52マルク，（5）課税算出基準収入（合計）叫5479．52マルク，（6）総収入－  

－5898．41マルク   

このうち，（3）支払われた時間については空欄であり，支払われた時間数の特  

別な計算が既にないことがわかる。上の中央部においても交代勤務の場合のみ  

について時間数の記入があったが，通常の労働時間に関しては既に計算の中に  

組み込まれていると考えられる。   



ダイムラー・ベンツ社賃金明細書の解読（2）  41   

また社会保険算出基準収入と課税収入は5479．52マルクで等しい。それらと  

総収入5896．41マルクとの差は，任意疾病保険への付加給付310．50マルクと，  

交代勤務割増のうち，121．97マルクから課税分15．58マルクを引いた差の合計  

となっている。任意疾病保険への付加給付が非課税となっているのは，先にも  

見たように，原則として保険料が労使折半になるにもかかわらず，この労働者  

の場合は任意の疾病保険に加入し，負担金を個人で全額支払う形になっている  

ため，別途の付加給付の形で企業側が会社負担分を足している意味を持つため  

である。また，交代勤務割増が非課税になっているのは，所得税法で時間外割  

増についての非課税規定があるためである。ただし，なぜこの割合だけが非課  

税になっているのかについては不明である。  

（7）控除額（合計）Abztige－2671．44マルク，（8）補償額（合計）Vergtitung  

M空欄，（9）振込ひberweisung－3224．97マ）t／ク   

手取り収入である振込金額は，総収入5898．41マルクから，控除額合計  

2671．44マルクを引いたものとなっている。先に総収入の三割強が所得税と社  

会保険料にいくことを見たが，総収入にしめる控除額の割合として見てみると  

約45パーセントとなり，手取り収入は総収入のほぼ半分，約55パーセントとな  

っていることがわかる。   

㈹累計期間（1993年1月1日～2月28日），（1握巨課税控除額－186マルク  

（93×2），（12卜回あたり課税額－940．79マルク，83）年金保険算出基準収入－  

－10779．90マルク，（用課税収入－10779．90マルク，（15）総収入－11005．85マ  

ルク，（16）所得税－1460．66マルク，（17）教会税一空欄，（18）社会保険料労働者  

負担分－1293．58マルク，（19）財形－156．00マルク，（2虹従業員貯蓄一  

空欄，（紬純収入－8562．11マルク   

一番下の欄は，一年間の累積計算を記入する所となっている。この場合，累  

計する期間は1993年の一月から二月のニカ月間である。   

非課税控除額は，月あたり93マルク×2で186マルク，一回あたり課税額の   
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意味は残念ながら不明である。その後の項目は単純な累計であり，年金保険算  

出基準収入は一月分5300．38＋二月分5479．52で10779．90マルク，課税収入は一  

月分5300．38＋ニ月分5479．52で10779．90マルク，総収入は一月分5109．44＋ニ  

月分5896．41で11005．85マルク，所得税は一月分697．66＋二月分763で1460．66  

マルクとなっている。教会税と従業員貯蓄については登録されておらず，空欄  

になっている。   

社会保険料従業員負担分は，一月分の失業保険5300．38×0．0325＝172．26，  

同年金保険5300．38×0．0875＝463．78で，二月分の失業保険178．08と年金保険  

479．46を合計するか（その場合，計算誤差として0．02が生じる），あるいは年  

金保険算出基準収入に保険料率を掛け，10779．90×（0．0325＋0．0875）＝  

1293．58マルクとなる。財産形成は78×2＝158マルク，純収入は一月分  

4396．74十二月分4165．37で8562．11マルクとなっている。  

おわりに  

ダイムラー・ベンツ社の賃金明細書の各項目について，一つ一つの内容を細  

かにこだわって見ることで，それが持つ意味についての解読を試みてきた。な  

お二，三，意味不明の箇所が残っているが，これについては今後を期したい。   

この労働者が受け取った賃金明細書という一枚の紙，そこに記載されている  

ことから，何が読み取れるのか，それは現代のドイツ社会の，あるいはドイツ  

企業のどんな特徴を示したものになっているのか。当初のこの問題関心に沿っ  

て，さしあたりこの解読作業から読み取ることのできたいくつかの点を最後に  

指摘しておきたい。日本との異同とも関連して興味深い所であるが，ベンツの  

1993年時点での賃金をめぐる特質として，ひいてはドイツ社会の労資関係上の  

システムの現状とその変化の特徴として次のようなことが言えるのではないだ  

ろうか。   

まず第一に，協約賃金と企業内賃金とが，現在，緊張関係を形成していると   
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いうことであろう。  

一面から見ると，ドイツの賃金は，やはりあくまでも賃金・労働条件につい  

ての協約が社会的前提となって決定されている。たとえどれだけ，企業内賃金  

が協約賃金を上回る賃金ドリフト現象を起こしていようと，また協約賃金の欄  

の実質的な計算の根拠としての機能がどんどん失われていようと，あくまでも  

企業内賃金欄の上に協約賃金欄が存在し，それが企業内賃金を規制する形にな  

っているという，社会システム上の意義を無視することはできない。   

ダイムラー・ベンツ賃金という企業内賃金を設定する時にも，賃金の額が協  

約を下回らないのみならず，賃金の決め方についても，協約賃金の決定的な影  

響下にある。それだけではない。この賃金明細書に書式上印刷されている社会  

保険・税金以外の項目のほとんどは，包括協約や賃金基本協約，休暇協定など，  

協約上のなんらかの規定を受けて決定されたものになっていると言ってもいい  

だろう。協約が，賃金・労働条件についての社会的前提としてダイムラー・ベ  

ンツ賃金を想定し，また制約するものとなっていることは明らかであると言う   

ことができる。   

しかし他方で，この協約が企業内賃金に対して持つ意味が，実質的に現在  

徐々に崩れつつあるのもやはり確かである。それは，協約賃金の欄の意味が変  

化してしまっていることに象徴されるように，企業内での具体的な賃金決定に  

対する実際の役割を減退させつつある。労働条件に関する協約Tarifvertrag  

の力は大きいとはいえ，その具体的運用に関しては従業員代表委員会とベンツ  

人事部による企業内協定BetrieblicheVereinbarungや，社内規定Betriebliche  

Regelungを根拠にしているケースも多い。協約にはそむかないまでも，賃金  

や労働条件が，企業内で企業に合わせた形で独立しようとする方向にあると見  

ることもできよう。   

この意味で，地域別・産業別の経営者団体と労働組合による協約体制と，企  

業内の人事部と従業員代表委員会との企業内体制は，お互いがお互いの存在を   
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前提としながらも，後者が前者からの独立志向を高めつつあるという意味にお  

いて，緊張関係を含んで展開していると考えることができる。   

第二に，それとも関係することだが，賃金の概念についても，現在新旧二つ  

の考え方の流れが同時に存在しているように見られることである。一つは「旧  

い」考え方であり，一定の賃金率に，実際に働いた時間なり出来高なりを掛け  

ることで賃金を求めるという，ドイツの伝統的な賃金決定方法である。ドイツ  

では歴史的に時間賃金・出来高賃金や集団出来高賃金などが平行して使用され  

てきたが，その後のテイラー主義的な「時間研究」の影響なども含めて，賃金  

率に基づいた個別計算の集積として賃金を求めるやり方が長い間支配的であっ  

た。   

これは，ちょうど交代勤務について割増給付が，賃金率×時間数で計算され  

ていたことに象徴されているように，賃金率をベースとし，細かく時間の計算  

を行い，それを累積していくという計算方法である。交代勤務をはじめ，様々  

な時間外労働に対する割増や休日出勤に対する残業割増など，様々な付加手当  

を計算する時にも，この賃金率は頻繁に使用されている。   

しかし，賃金率をベースに「掛け算＆足し算」によって賃金計算を累計的に  

行っていくというこの考え方は，現在，ベンツの賃金についての主要な考え方  

にはならなくなりつつある。その象徴が，月賃金や月基本賃金という考え方で  

ある。もはや賃金は，時間賃金率でも，日給でもない，月賃金として考えられ  

るようになった。すでに個別の賃金率をベースに給与を決める時代ではなくな  

っているのである。この意味では，まさに組合が求めている労働者・職員格差  

の平等化に近づきつつあると言うことができよう。   

もちろん，様々な付加手当の際に，賃金率は使用されているが，その使われ  

方が以前と逆転した関係にあることも見落としてはならないだろう。伝統的な  

方法に基づけば，まずはじめに賃金率があり，それをもとに掛け算が行われた。  

今は反対である。まずはじめに月賃金があり，そこから「時間賃金率」を求め   
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るために，延々と細かい「割り算」が行われている。つまり賃金率は賃金の基  

本的な要素としては，その意味を既に失いつつあるのである。   

現在は，賃金率や細かな時間数・出来高数などを重視する，これまでの伝統  

的な「賃金率」に基づく思考から，はじめから「月賃金」というまとまった額  

が存在するという，限りなく「俸給」的な思考に移行する過渡期だと言うこと  

ができよう。   

もちろん現時点ではなお，月賃金が時間賃金・出来高賃金・プレミア賃金な  

どの形態を取っていること，わざわざ時間賃金率にさかのぽって多くの計算が  

なされている状況があり，あくまでも現在の月賃金は職員の俸給とははっきり  

と区別されている。この意味でこの賃金明細書はなお，伝統的な賃金思考を非  

常に多くの点でひきずっており，その移行には相当な時間がかかることが予想  

される。   

にもかかわらず，大きな方向としては，ドイツの賃金の歴史上初めて，本質  

的でドラスティックな「賃金」についての考え方の改革が現在進みつつあると  

見ることができる。もはや「賃金率」の占める位置が決定的にマイナーになっ  

ていることは，この明細書そのものが物語っている通りである。おそらく今後  

は，伝統的な賃金計算方法に由来する，様々な考え方の上での制約や労働者が  

得てきた既得権益との緊張関係を含みつつ，より工職一本化，賃金の俸給化の  

方向にむかって，わずかずつでも改革が進んでいくことが予想される。   

そしてこれとの関連で第三にあげておかねばならないのが，ベンツの賃金の  

職務給としての性格である。   

職務価値と呼ばれるものに基づいて求められる職務給としてのドイツの賃金  

の特徴は，現在変化の途上にあるとはいえ，やはりなお年齢や勤続に大きく依  

存した基本給・本人給・本給などをベースとすることの多い日本の賃金に比べ  

て，いわば決定的にその本質を異にしていると言うことができる。おそらく，  

この「職務・仕事Arbeit」の内容へのこだわりは，今後も引き続き，ドイツの   
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貸金を特徴づけていくものと考えることができる。その意味でドイツはあくま  

でも「職務給」としての貸金を貫いていくと予想される。   

しかし，同時にそれが大きな障害にもぷつかっていることも事実である。具  

体的にどんな仕事をどんな場所でどんな方法でやるのかを，一つ一つ事細かに  

詳述した職務記述書，それは既に電話帳のようなぶ厚さのカタログとなってお  

り，それは職務の変化と共にますますぶ厚くなってくるのは必然である。そし  

てそれを20もの項目にあてはめ，各項目ごとに評価していく分析的職務評価は，  

具体的な職務の増加や変更のたびに，いちいち評価され直され，書き換えられ  

なければならなくなっている。それは労資同数委貞会や従業員代表委員会にお  

いて，労働者の権利を侵さないように一つ一つ検討されるため，膨大な煩雑な  

手続きと時間とを要するようになっている。   

つまり，分析的職務評価は，ごくごく具体化・細分化された職務を更に細か  

く評価する方法であるため，仕事の範囲を増やしたり，他の人の仕事と融通し  

あったり，今までにない新しい仕事内容になったり，というような状況に，的  

確・迅速に対応することができないのである。特に国際競争にさらされ，きび  

しいリストラ段階にはいっている最近のダイムラー・ベンツ社にとっては，変  

化に対する柔軟性がなく，新しい状況への適応力を欠くこのような賃金評価シ  

ステムは樫櫓と化しつつある。   

分析的職務評価も今や「旧い」考え方となりつつあるのである。フォルク  

ス・ワーゲンでは既に分析的職務評価を放棄し，綺合的職務評価に移行してい  

る。ダイムラー・ベンツ全従業員代表委員会でも，1993年の時点で，今すぐは  

困難であるが，職員と同じ総合的職務評価に移行することを現在検討中であり，  

数年以内にはそれが実現するだろうと話していた。総合的職務評価とは，細か  

な職務内容の検討の上で，大雑把な職務の格付けを行っていこうとする方法で  

ある。ここでもなお，職務へのこだわりは捨てられてはいないが，少なくとも  

20項目にわたる細かい評価は放棄され，より大まかで総合的な職務の相互関係   
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の評価が行われている。   

今後の流れとしては，月賃金の採用と同様に，職務評価の方法についても，  

職員との一本化に少しずつでも近づいていくことが予想されると言っていいだ  

ろう。   

この傾向は，最後に，ベンツにおける休暇制度においてもー質していると見  

ることができる。   

明細書に表れた特徴として既に見たように，日本の賃金明細書の中には書式  

としてほとんどなく，ドイツでは非常に大きな割合を占めているものとして，  

休暇関連の項目の多さがあげられる。   

日本でも，税金や社会保険関係の項目，賃金，残業・交代・通勤などの諸手  

当，財形や社内貯蓄などの項目はよく見かけられるものである。しかし，休暇  

日数に関する書式上の項目，また賃金の種類における休暇に関する項目がこれ  

ほどまでに多いという所はないであろう。有給休日日数，協約休暇日数，特別  

休暇日数，無給休暇日数，有給休暇残数，有給病欠日数，無給病欠日数，その  

他の無給日数と，有給・無給含めた八つの休み関係の項目，そして休暇賃金に  

はじまり，休暇手当・任意休暇手当・休暇付加手当・休日付加手当等々という，  

多くの休み関係の諸手当の存在……。   

これらは，上でも述べた協約や企業内協定によって，わずらわしいほどの精  

密な計算をへて規定されたものであるが，まさにドイツの休暇制度の充実を示  

すものと言っていいだろう。それは逆に言えば，ドイツ社会の労働観や生活観，  

つまり働き方と休み方，人生の過ごし方についての考え方の日本との差異を表  

すものともなっている。六週間＋α，それも連続で取らなければならないとい  

う協約休暇，それとは別に認められる病気の際の大過間の有給欠勤，家庭の事  

情による欠勤への賃金支払い，有給休暇を充実して楽しむために企業から更に  

追加して支払われる，賃金の半額の休暇手当，休暇の間にやっていただろうは  

ずの残業手当の支払い…－…。現在の日本企業ではまず考えられないような，   
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「休み，楽しむ」ためのこうした諸制度の充実は，ドイツ人の労働・生活様式を  

日本人のそれとは大きく異なるものにしていると言うことができる（このこと  

については，田中洋子「『企業に合わせる家庭』から『家庭に合わせる企業』  

へ－労働時間制度をめぐる日常性の構造の日独比較」『日本型企業社会と社  

会政策・社会政策草書第18集』啓文社，1994年を参照）。   

こうした休暇制度も，当初は，労働者のための休暇は短く，また取りにくく，  

条件が悪いなど，職員のそれと大きな差がつけられていた。現在もなお，労働  

者の場合には諸手当の計算が複雑であり，欠勤の種類の項目が多いなど，職員  

にはない様々な細かい規定が適用されており，労働者と職員との間にある「労  

働時間」の伝統的な観念をめぐる差はまだ根強く存在しているとも言える。   

しかしここ何年かで，裁判所の判決の後押しなどもあり，労働者と職員との  

一元化の動きが進み，その差も現在徐々に解消されつつあると見ることができ  

る。今後は，労働者と職員の労働条件は更に近づき，歴史的に画然と身分的に  

区切られてきたライフ・スタイルの差も，働き方と休み方の差異の縮小ととも  

になくなっていく方向で進むものと考えられよう。   

ダイムラー・ベンツ社の賃金明細書には，社会保険・税制・財形・児童援助  

といった，立法に基づくドイツの社会制度が投影され，高い水準の福祉を企業  

が労働者と共に支える構造を見ることができた。また明細書の非常に多くの項  

目が，地域の産業別包括協約・賃金協約によって規定されていたことからは，  

賃金の高さ，賃金の決め方，賃金の差のつけ方，ひいては「働くことの評価」  

そのものについて，産業別組合（IGメタル）が大きな発言力を持つ労資関係  

の構造を見て取ることができた。この協約に大きく規定された上で，ダイムラ  

ー・ベンツ社内の企業指導部と従業員代表委員会が，なお企業独自の協定や賃  

金表を用意し，その独立性を高めようとしている状況も，明細書の中に反映し  

ていたと言うとができよう。   
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書式の上では日本の給与明細書と共通点を持ちながらも，ドイツの人と社会，  

あるいは人と企業との関係は，働くことと休むこと，即ち生きることの意味や，  

働くことの社会的評価をめぐって，その本質的なところで異なっていると言え  

るのかもしれない。もう一度，手元にある自分の給与明細書を見て，日本の社  

会と企業が自分の仕事をどう評価しているのか，自分がその評価にどうコミッ  

トしているのか，考え直してみる必要がありそうである。   
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